
（歳入）地方消費税交付金（社会保障財源化分） 239,061千円

（歳出）社会保障施策に要する経費 775,587千円

【社会保障施策に要する経費】 （単位：千円）

国県支出金 その他 一般財源

1,181,335 849,093 1,055 331,187 102,083

特定疾患見舞金 1,100 0 0 1,100 339

地域活動支援事業費 16,073 7,437 0 8,636 2,662

障害福祉サービス費支給事業費 466,878 354,662 0 112,216 34,589

自立支援医療費支給事業費 27,456 24,005 0 3,451 1,064

重度心身障害者医療費助成事業費 36,318 18,159 0 18,159 5,597

老人施設入所措置事業費 4,177 0 754 3,423 1,055

特別保育事業費 39,733 18,898 271 20,564 6,338

児童手当給付費 450,300 382,845 30 67,425 20,783

こども医療費助成費 122,441 37,977 0 84,464 26,035

妊産婦医療費助成費 4,843 2,422 0 2,421 746

ひとり親家庭医療費助成費 5,377 2,688 0 2,689 829

不妊治療費助成費 6,639 0 0 6,639 2,046

458,381 145,878 0 312,503 96,323

国民健康保険特別会計繰出金 140,806 102,455 0 38,351 11,821

後期高齢者医療特別会計繰出金 54,744 41,058 0 13,686 4,218

介護保険特別会計繰出金 262,831 2,365 0 260,466 80,284

131,963 66 0 131,897 40,655

予防接種事業費 75,619 0 0 75,619 23,308

母子支援事業費 5,292 0 0 5,292 1,631

健康診査事業費 29,630 66 0 29,564 9,113

妊婦一般健康診査事業費 21,422 0 0 21,422 6,603

1,771,679 995,037 1,055 775,587 239,061

地方消費税交付金（社会保障財源化分）の充当施策

財源内訳 一般財源のうち
地方消費税交付金分

合　　　　　計

※決算額は平成30年度決算によるものですが、人件費・事務費を控除していますので、事業費全体の決算額とは一致しません。

　平成２７年４月１日より消費税率（国・地方）が５％から８％へ引き上げられたこと
に伴い、地方消費税交付金の増収部分については、その使途を明確化し、社会保障施策
に要する経費に充てるものとされています。

事　　業　　名 決算額

社会福祉

※一般財源には、社会保障財源化分の地方消費税交付金を含んでいます。

社会保険

保健衛生事業
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